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の
連
結
営
業
収
益
は
対
前
年
１
１
３
・
９
％
の

７
３
８
億
円
で
純
利
益
１
１
７
億
円
と
な
り
、

通
期
予
想
で
は
経
常
利
益
▲
２
１
７
億
円
、

純
利
益
▲
84
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
Ｊ
Ｒ
東
日
本
は
、
連
結
営
業
収
益
は
対
前

年
１
１
６
・
６
％
の
1
兆
２
９
９
８
億
円
で

純
利
益
は
１
１
７
９
億
円
と
な
り
通
期
予
想

で
は
、
経
常
利
益
２
１
１
０
億
円
、
純
利
益

１
３
７
９
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
Ｊ
Ｒ
東
海
は
、
連
結
営
業
収
益
は
対
前
年

１
２
８
・
９
％
の
８
２
７
５
億
円
と
な
り
、
通

期
予
想
は
経
常
利
益
４
３
３
０
億
円
、
純
利

益
３
０
８
０
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
Ｊ
Ｒ
西
日
本
は
、
連
結
営
業
収
益
は
対
前

年
１
２
４
・
８
％
の
７
６
９
９
億
円
で
純
利
益

６
７
１
億
円
と
な
り
、
通
期
予
想
で
は
、
経

常
利
益
１
２
５
５
億
円
、
純
利
益
８
０
０
億

円
と
な
っ
て
い
る
。

　
Ｊ
Ｒ
四
国
は
、
連
結
営
業
収
益
は
対
前
年

１
３
４
・
７
％
の
２
５
４
億
円
で
純
利
益
21
億

円
、
通
期
予
想
は
経
常
利
益
▲
23
億
円
、
純

利
益
▲
23
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
Ｊ
Ｒ
九
州
は
、
連
結
営
業
収
益
は
対
前
年

１
１
２
・
１
％
の
１
９
０
７
億
円
で
純
利
益
は

２
７
９
億
円
と
な
り
、
通
期
予
想
は
経
常
利

益
４
５
９
億
円
、
純
利
益
７
８
３
億
円
と
な
っ

て
い
る
。

　
Ｊ
Ｒ
貨
物
は
、
連
結
営
業
収
益
は
対
前
年

▲
０
・
３
％
の
９
０
３
億
円
で
純
利
益
▲
7
億

円
と
な
り
、
通
期
予
想
で
は
経
常
利
益
０
億

円
、
純
利
益
１
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑸
　
財
務
省
が
９
月
１
日
に
発
表
し
た
法
人

企
業
統
計
の
企
業
動
向
（
金
融
業
、
保
険
業

を
除
く
）
で
は
売
上
高
増
加
率
が
９
・
０
％
、

経
常
利
益
増
加
率
が
１
３
・
５
％
と
な
り
製
造

な
く
と
も
前
年
以
上
の
水
準
を
め
ざ
そ
う
と

い
う
こ
と
で
意
気
込
み
も
、
熱
も
、
傾
け
て

い
る
」
と
し
た
が
、
実
質
賃
金
は
依
然
と
し

て
低
い
レ
ベ
ル
か
ら
改
善
さ
れ
ず
、
全
労
働

者
に
占
め
る
い
わ
ゆ
る
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
の

割
合
も
高
い
水
準
で
推
移
し
て
い
る
。

⑵
　
日
本
経
済
は
、
コ
ロ
ナ
禍
の
中
で
国
内

外
の
経
済
活
動
が
停
滞
し
て
い
た
が
、
経
済

活
動
の
再
開
と
共
に
、
人
手
不
足
が
深
刻
化

す
る
な
か
に
あ
っ
て
、
中
小
企
業
を
中
心
に

倒
産
件
数
が
上
昇
し
て
お
り
、
コ
ロ
ナ
禍
以

前
よ
り
、
慢
性
的
な
人
手
不
足
に
陥
っ
て
い

た
運
輸
、
建
設
業
を
中
心
に
さ
ら
に
増
加
傾

向
に
あ
る
。

⑶
　
今
年
度
は
、
国
政
選
挙
は
行
わ
れ
な
か
っ

た
が
、
現
在
、
衆
・
参
議
両
院
と
も
に
、
改

憲
勢
力
で
あ
る
自
民
・
公
明
・
維
新
・
国
民

民
主
党
が
改
憲
発
議
に
必
要
な
三
分
の
二
を

超
え
る
議
席
を
確
保
し
て
い
る
。
岸
田
首
相

は
改
憲
発
議
に
向
け
て
「
党
内
の
議
論
を
加

速
さ
せ
る
た
め
、
陣
容
の
拡
充
な
ど
、
強
い

思
い
を
形
で
示
す
」
と
し
て
い
る
。

⑷
　
Ｊ
Ｒ
各
社
の
２
０
２
４
年
３
月
期
第

2
四
半
期
決
算
が
公
表
さ
れ
、
Ｊ
Ｒ
北
海
道

28
日
に
第
１
９
３
回
拡
大
中
央
委
員
会
を
開

催
し
、
基
本
給
（
平
均
）
の
４
・
８
％
相
当
額
、

１
３
０
０
０
円
を
基
本
と
す
る
ベ
ー
ス
ア
ッ

プ
を
統
一
要
求
と
し
、
そ
の
実
現
を
め
ざ
し

た
。
コ
ロ
ナ
禍
で
落
ち
込
ん
だ
Ｊ
Ｒ
各
社
の

運
輸
収
入
が
大
幅
に
改
善
さ
れ
て
黒
字
転
換

と
な
っ
た
こ
と
や
物
価
高
を
上
回
る
賃
上
げ

の
必
要
性
、
若
年
層
の
離
職
の
増
加
な
ど
に

つ
い
て
、
国
労
が
訴
え
る
な
か
で
、
Ｊ
Ｒ
各

社
に
お
い
て
、
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
を
勝
ち
取
り
、

グ
ル
ー
プ
・
関
連
会
社
に
お
い
て
も
、
ベ
ー

ス
ア
ッ
プ
を
勝
ち
取
る
こ
と
が
で
き
た
。

⑴
　
岸
田
首
相
は
「
デ
フ
レ
完
全
脱
却
を
実

現
す
る
た
め
、
物
価
上
昇
動
向
を
踏
ま
え
、

今
年
を
上
回
る
賃
上
げ
」
を
労
使
に
要
請
し

て
官
製
春
闘
を
主
導
し
よ
う
と
し
て
い
る
が
、

相
次
ぐ
政
務
三
役
の
不
祥
事
に
よ
る
辞
任
や

本
来
は
歓
迎
さ
れ
る
は
ず
の
減
税
策
に
つ
い

て
も
、
国
民
の
多
く
か
ら
批
判
の
声
が
出
さ

れ
る
な
か
で
求
心
力
を
失
い
、
内
閣
支
持
率

は
低
迷
し
て
い
る
。
一
方
、
経
団
連
は
「
官

民
連
携
で
完
全
に
デ
フ
レ
か
ら
脱
却
」
し
「
少

　
国
労
は
２
０
２
３
年
7
月
27
日
か
ら
28
日

に
第
92
回
定
期
全
国
大
会
を
開
催
し
、
１
年

間
の
闘
う
方
針
と
２
０
２
４
年
度
春
闘
方
針

の
骨
格
を
決
定
し
た
。

　
日
本
経
済
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
拡
大
に
よ
り
大
き
な
ダ
メ
ー
ジ
を
受
け
た

が
、
こ
の
間
の
企
業
の
利
益
剰
余
金
（
内
部

留
保
）
は
11
年
連
続
で
過
去
最
高
を
更
新
し

て
い
る
。

　
岸
田
首
相
は
、
新
た
な
経
済
対
策
と
し
て
、

物
価
高
の
負
担
を
緩
和
す
る
為
の
一
時
的
な

措
置
と
し
て
所
得
税
の
減
税
を
念
頭
に
税
収

の
増
加
分
の
一
部
を
国
民
に
還
元
す
る
と
強

調
し
て
い
る
が
、
財
源
と
な
る
原
資
に
つ
い

て
は
与
党
・
政
府
内
に
お
い
て
も
考
え
方
の

相
違
が
あ
る
。
岸
田
政
権
は
官
製
春
闘
を
引

き
続
き
掲
げ
な
が
ら
、
所
得
税
の
定
額
減
税

や
投
資
の
促
進
、
非
正
規
労
働
者
の
正
社
員

化
の
支
援
な
ど
、
可
処
分
所
得
を
増
や
す
た

め
の
取
り
組
み
を
進
め
た
い
と
し
て
い
る
が
、

経
済
界
は
「
日
本
経
済
は
コ
ス
ト
プ
ッ
シ
ュ

型
イ
ン
フ
レ
下
に
あ
り
、
乗
り
切
る
た
め
に

は
官
民
連
携
で
や
る
し
か
な
い
」
と
述
べ
て

い
る
。

　
国
労
は
２
０
２
３
年
春
闘
に
向
け
て
１
月

２
．
２
０
２
４
年
春
闘

を
め
ぐ
る
情
勢

１
．
は
じ
め
に

2
0
2
4
年
春
闘
の

前
進
を
め
ざ
す
闘
い（
案
）

1 ▼ ▼ ▼



組
合
員
が
職
場
か
ら
行
動
を
実
践
す
る
地
域

春
闘
を
構
築
す
る
。

　
第
三
に
Ｊ
Ｒ
北
海
道
や
四
国
、
貨
物
に
顕

在
化
し
て
い
る
経
営
に
関
わ
る
構
造
矛
盾
の

解
決
、
整
備
新
幹
線
開
業
に
よ
る
並
行
在
来

線
の
経
営
問
題
、
改
正
地
域
公
共
交
通
活
性

化
再
生
法
な
ど
に
よ
る
鉄
道
政
策
の
取
り
組

み
と
安
全
・
安
定
輸
送
確
立
に
向
け
た
闘
い

を
強
化
す
る
。

　
賃
上
げ
要
求
に
つ
い
て
は
、「
賃
金
・
生
活

実
態
ア
ン
ケ
ー
ト
」
調
査
結
果
や
Ｊ
Ｒ
各
社

及
び
グ
ル
ー
プ
会
社
の
経
営
状
況
や
賃
金
体

系
、
産
別
の
要
求
実
態
を
視
野
に
置
き
な
が

ら
。
組
合
員
の
生
活
向
上
と
労
働
条
件
改
善

の
た
め
に
、
定
期
昇
給
の
完
全
実
施
と
基
本

給
（
平
均
）
の
６
・
２
％
、
１
７
０
０
０
円
を

基
本
と
す
る
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
を
統
一
要
求
と

し
全
社
と
も
有
額
回
答
を
求
め
、
そ
の
実
現

を
め
ざ
す
こ
と
と
す
る
。

⑴
　
闘
い
の
目
標

①
　
生
活
改
善
の
た
め
の
賃
金
底
上
げ
を
前

提
に
非
正
規
社
員
を
含
む
全
て
の
労
働
者

の
賃
金
引
上
げ

②
　
Ｊ
Ｒ
各
社
と
グ
ル
ー
プ
・
関
連
会
社
に

お
け
る
国
労
組
織
の
拡
大
と
強
化

③
　
企
業
内
・
産
別
別
最
低
賃
金
、・
全
国
一

律
最
低
賃
金
制
度
の
確
立

④
　
退
職
ま
で
安
心
し
て
働
き
続
け
ら
れ
る

雇
用
制
度
の
確
立
と
労
働
条
件
改
善

⑤
　
地
方
交
通
線
・
並
行
在
来
線
の
切
り
捨

て
反
対
・
政
府
の
抜
本
的
な
ス
キ
ー
ム
見

直
し

⑥
　
Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
四
国
及
び
貨
物
の
「
構

造
矛
盾
」
を
解
消
し
、
安
全
・
安
定
輸
送
、

経
営
基
盤
の
確
立

２
０
２
４
年
春
闘
方
針
を
決
定
し
た
が
、

「
誰
も
が
安
心
し
て
働
け
る
職
場
・
暮
ら
せ

る
社
会
の
実
現
を
」
求
め
、「
誰
で
も
ど
こ

で
も
時
給
１
５
０
０
円
以
上
・
月
額
25
万

円
以
上
の
賃
金
保
障
、
2
万
円
以
上
・
７
％

以
上
の
賃
上
げ
獲
得
」
を
め
ざ
す
と
し
て

い
る
。

　
日
本
経
済
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
よ
る
経
済
停
滞
か
ら
回
復
傾
向
に
あ

る
が
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
危
機
や
中
東
情
勢
な
ど

に
よ
り
依
然
と
し
て
物
価
高
騰
の
状
況
が
続

い
て
い
る
。
ま
た
交
通
運
輸
・
サ
ー
ビ
ス
業

に
つ
い
て
は
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
回
復
に
追

い
つ
か
ず
、
深
刻
な
人
手
不
足
に
陥
る
状
況

も
あ
る
。

　
こ
の
よ
う
な
情
勢
の
中
に
あ
っ
て
、
国

労
は
２
０
２
４
年
春
闘
を
闘
う
に
あ
た
り
、

２
０
２
３
年
春
闘
の
総
括
か
ら
、
全
組
合
員

参
加
の
取
り
組
み
を
追
求
す
る
こ
と
と
す
る
。

　
第
一
に
全
組
合
員
が
参
加
す
る
職
場
か
ら

の
春
闘
構
築
を
め
ざ
す
。
そ
の
た
め
に
職
場

実
態
点
検
か
ら
要
求
を
確
立
し
、
改
善
行
動

を
展
開
す
る
。
ま
た
職
場
・
分
会
活
動
を
活

性
化
さ
せ
、日
常
的
な
職
場
運
動
を
、他
労
組
、

労
組
未
加
入
者
、
グ
ル
ー
プ
・
関
連
労
働
者

と
と
も
に
取
り
組
み
を
強
化
す
る
こ
と
か
ら

組
織
拡
大
を
め
ざ
す
。

　
第
二
に
、
厳
し
い
労
働
環
境
に
あ
り
な
が

ら
も
地
域
で
闘
う
仲
間
と
連
帯
し
、
岸
田
政

権
が
進
め
る
憲
法
改
悪
・
大
軍
拡
・
増
税
路

線
に
反
対
す
る
闘
い
と
結
合
し
な
が
ら
、
全

で
は
正
規
社
員
・
従
業
員
は
３
５
９
７
万
人

（
1
万
人
増
）
で
8
年
連
続
の
増
加
、
非
正
規
・

従
業
員
２
１
０
１
万
人
（
26
万
人
増
）
と
依

然
と
し
て
高
い
比
率
と
な
っ
て
い
る
。

⑾
　
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
動
向

①
　
連
合
は
、
12
月
1
日
に
第
91
回
中
央
委

員
会
を
開
催
し
、
２
０
２
４
春
季
生
活
闘

争
方
針
を
決
定
し
た
。
方
針
で
は
、「
経
済

も
賃
金
も
物
価
も
安
定
的
に
上
昇
す
る
経

済
社
会
へ
と
ス
テ
ー
ジ
転
換
を
は
か
る
正

念
場
で
あ
り
、
そ
の
最
大
の
カ
ギ
は
、
社

会
全
体
で
問
題
意
識
を
共
有
し
、
持
続
的

な
賃
上
げ
を
実
現
す
る
こ
と
で
あ
る
」
と

強
調
し
て
す
べ
て
の
働
く
人
の
生
活
を
持

続
的
に
向
上
さ
せ
る
マ
ク
ロ
の
観
点
と
各

産
業
の
「
底
上
げ
」「
底
支
え
」「
格
差
是
正
」

の
取
り
組
み
を
強
化
さ
せ
な
が
ら
、
前
年

を
上
回
る
賃
上
げ
を
め
ざ
す
観
点
か
ら
、

賃
上
げ
分
を
3
％
以
上
、定
昇
相
当
分
（
賃

金
カ
ー
ブ
維
持
相
当
分
）
を
含
め
5
％
以

上
の
賃
上
げ
要
求
と
す
る
こ
と
を
決
定
し

た
。

②
　
全
労
連
や
純
中
立
労
組
な
ど
で
つ
く
る

国
民
春
闘
共
闘
委
員
会
は
、
企
業
内
最

低
賃
金
１
５
０
０
円
・
全
国
一
律
最
賃

１
５
０
０
円
な
ど
の
底
上
げ
要
求
を
提
起

す
る
と
と
も
に
、「
誰
で
も
ど
こ
で
も
月

3
万
円
以
上
（
10
％
）、
時
給
１
９
０
円
以

上
」
の
賃
上
げ
要
求
を
め
ざ
す
と
し
て
い

る
。

③
　
全
労
協
な
ど
で
つ
く
る
「
２
４
け
ん
り

春
闘
全
国
実
行
委
員
会
」
は
11
月
30
日
に

「
２
４
け
ん
り
春
闘
発
足
集
会
」を
開
催
し
、

業
、
非
製
造
業
と
も
増
収
増
益
と
な
っ
た
。

そ
の
結
果
、
利
益
剰
余
金
（
内
部
留
保
）
は

５
５
４
兆
円
を
超
え
11
年
連
続
で
過
去
最
高

を
更
新
し
た
。

⑹
　
内
閣
府
が
11
月
15
日
に
公
表
し
た
今
年

7
月
～
9
月
期
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
１
次
速
報
値
の
成

長
率
は
、
物
価
変
動
を
除
い
た
前
期
比
０
・

５
％
減
、
年
率
換
算
は
２
・
１
％
減
と
な
っ
た
。

⑺
　
総
務
省
が
10
月
20
日
に
公
表
し
た

２
０
２
３
年
9
月
分
の
消
費
者
物
価
指
数
（
生

鮮
食
料
品
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
除
く
）
は
対
前

年
同
期
で
４
・
２
％
上
昇
し
た
。

⑻
　
総
務
省
が
２
月
７
日
に
公
表
し
た
、

２
０
２
２
年
家
計
調
査
に
よ
る
と
、
一

世
帯
（
2
人
以
上
）
あ
た
り
の
支
出
は

２
９
万
８
０
６
５
円
で
物
価
変
動
の
影
響
を

除
い
た
実
質
で
１
・
２
％
の
増
加
と
な
っ
た
。

ま
た
勤
労
者
世
帯
（
２
人
以
上
）
の
実
収
入

は
前
年
比
で
１
・
０
％
の
減
少
と
な
っ
た
。

⑼
　
厚
生
労
働
省
が
ま
と
め
た
9
月
の
毎
月

勤
労
調
査
（
従
業
員
5
人
以
上
）
に
よ
る
と
、

１
人
当
た
り
の
賃
金
は
物
価
の
影
響
を
考
慮

し
た
実
質
で
前
年
同
月
比
２
・
４
％
減
少
し
、

前
年
を
下
回
っ
た
の
は
18
ヵ
月
連
続
と
な
っ

た
。

⑽
　
国
税
庁
の
民
間
給
与
実
態
統
計
調
査
で

は
、
２
０
２
２
年
度
の
年
収
が
２
０
０
万
円

以
下
１
０
４
１
万
人
（
２
０
・
５
％
）
と
な

り
、
昨
年
よ
り
も
減
少
し
た
も
の
の
依
然
高

い
割
合
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
総
務
省
が
公

表
し
た
２
０
２
２
年
度
労
働
力
調
査
（
平
均
）

３
．
２
０
２
４
年
春
闘
に
対
す
る

国
労
の
要
求
に
つ
い
て
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向
け
ス
ト
ラ
イ
キ
態
勢
を
背
景
と
し
た
取

り
組
み
を
展
開
す
る
。
具
体
的
な
運
動
の

指
導
調
整
と
戦
術
判
断
は
、
中
央
戦
術
委

員
会
に
諮
問
し
、
中
央
執
行
委
員
会
で
決

定
す
る
。

⑦
　
憲
法
改
悪
反
対
、
消
費
税
見
直
し
、
年

金
改
悪
反
対
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会

と
保
障
制
度
の
確
立
、
安
保
法
制
・
共
謀

罪
の
廃
止
、
軍
備
拡
大
反
対
、「
戦
争
を
す

る
国
づ
く
り
」
反
対
の
闘
い
に
仲
間
と
共

に
全
力
を
あ
げ
る
。

以
　
上

賃
金
制
度
の
確
立

⑧
　
人
減
ら
し
「
合
理
化
」
反
対
。
安
全
・

安
定
輸
送
の
確
立
。
業
務
委
託
・
外
注
化

施
策
の
見
直
し
。
出
向
制
度
の
改
善

⑨
　
サ
ー
ビ
ス
残
業
根
絶
。
年
間
総
労
働
時

間
１
８
０
０
時
間
実
現
。
時
間
外
割
増
率

50
％
・
休
日
割
増
率
１
０
０
％
の
実
現

⑩
　
非
正
規
社
員
の
正
社
員
化
。
グ
ル
ー
プ

会
社
の
賃
金
・
労
働
条
件
改
善

⑶
　
具
体
的
な
闘
い
の
展
開

①
　
２
０
２
４
年
度
賃
金
引
上
げ
要
求
は
、

２
月
13
日
（
火
）
に
労
働
条
件
改
善
要
求

等
と
共
に
、
Ｊ
Ｒ
各
社
一
斉
に
申
し
入
れ

る
。
回
答
指
定
日
は
３
月
13
日
（
水
）
を

基
本
と
し
、
第
一
次
回
答
ゾ
ー
ン
（
３
月

11
日
～
15
日
）
及
び
第
二
次
回
答
ゾ
ー
ン

（
３
月
18
日
～
22
日
）
と
す
る
。
さ
ら
に
グ

ル
ー
プ
会
社
に
お
い
て
は
３
月
月
内
決
着

を
め
ざ
す
。

②
　
春
闘
の
闘
い
か
ら
組
織
拡
大
を
展
望
し
、

全
組
合
員
で
組
織
強
化
・
拡
大
運
動
を
取

り
組
む

③
　
職
場
点
検
か
ら
「
職
場
改
善
要
求
」
を

確
立
し
、
改
善
を
求
め
る
取
り
組
み
を
全

組
合
員
で
展
開
す
る
。
ま
た
要
求
支
持
署

名
や
学
習
会
、
宣
伝
行
動
な
ど
創
意
工
夫

し
た
取
り
組
み
を
実
施
す
る
。

④
　
３
月
５
日
（
火
）
に
中
央
総
行
動
を
設

定
し
、
客
貨
一
体
と
な
っ
た
取
り
組
み
を

追
求
す
る
と
と
も
に
、
全
国
統
一
行
動
を

行
う
。

⑤
　
交
運
労
協
主
催
の
総
決
起
集
会
や
地
域

春
闘
集
会
に
参
加
し
、
中
央
・
地
方
か
ら

の
春
闘
の
構
築
を
め
ざ
す
。

⑥
　
闘
い
の
目
標
・
統
一
重
点
要
求
実
現
に

⑦
　
自
然
災
害
か
ら
の
復
興
、
被
災
地
へ
の

支
援
策
強
化

⑧
　
原
発
再
稼
働
反
対
、
原
発
依
存
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
の
転
換

⑨
　
放
射
能
汚
染
対
策
強
化
、
被
災
地
鉄
道

路
線
に
従
事
す
る
す
べ
て
の
労
働
者
の
安

全
確
保
と
健
康
不
安
解
消

⑩
　
労
働
基
準
法
改
悪
反
対
・
働
き
方
改
革

関
連
法
の
改
定
、
解
雇
の
自
由
化
反
対
、

労
働
者
保
護
法
制
定

⑪
　
憲
法
改
悪
反
対
、
消
費
税
見
直
し
、
年

金
改
悪
反
対
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会

と
保
障
制
度
の
確
立
、
安
保
法
制
・
共
謀

罪
の
廃
止
、
軍
備
拡
大
反
対
、「
戦
争
を
す

る
国
づ
く
り
」
反
対

⑵
　
統
一
重
点
要
求

①
　
Ｊ
Ｒ
各
社
及
び
グ
ル
ー
プ
会
社
に
お
け

る
定
期
昇
給
の
完
全
実
施

②
　
２
０
２
４
年
4
月
1
日
時
点
に
お
け
る

基
本
給
（
平
均
）
の
６
・
２
％
相
当
額
、

１
７
０
０
０
円
を
基
本
と
す
る
ベ
ー
ス

ア
ッ
プ
を
求
め
る

③
　
再
雇
用
者
（
60
歳
以
上
）
の
賃
金
底
上

げ
を
め
ざ
す
制
度
改
正
を
求
め
る

④
　

50
歳
以
上
の
在
職
条
件
と
60
歳
以
上
の

労
働
条
件
の
見
直
し
。
65
歳
定
年
制
の
実

現
⑤
　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
各
社
に
お
け
る
定
期
昇

給
制
度
の
確
立

⑥
　
グ
ル
ー
プ
会
社
に
対
す
る
要
求
は
、
Ｊ

Ｒ
本
体
の
要
求
を
基
本
と
し
、
時
給
制
度

社
員
は
１
５
０
０
円
を
目
標
に
、
当
面
は

１
０
０
０
円
以
上
の
実
施
を
求
め
る

⑦
　
初
任
給
の
改
善
。
第
２
基
本
給
廃
止
。

成
果
主
義
賃
金
制
度
反
対
。
公
正
な
人
事
・
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用
、
関
連
会
社
に
働
く
方
も
含
め
た
額
と

な
っ
て
い
る
。

⑸
　
そ
の
他

①
　
各
社
と
も
に
限
ら
れ
た
サ
ン
プ
ル
数
で

あ
る
こ
と
か
ら
「
参
考
値
」
と
さ
れ
た
い
。

②
　「
回
答
内
容
」
に
つ
い
て
は
、
昨
年
度

同
様
の
様
式
に
よ
る
「
対
前
年
度
と
の
比

較
」
を
中
心
と
し
た
記
載
と
し
た
。

１
、
会
社
・
地
方
本
部
別
の
組
合
員
分
布

　
調
査
対
象
を
全
組
合
員
と
し
て
取
り
組
み
、

労
働
者
の
生
活
実
態
を
示
す
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

と
し
て
、
一
定
の
役
割
を
示
す
集
約
数
と
い
え

る
。

　
今
年
の
調
査
に
お
い
て
も
、
本
部
と
し
て
努

力
し
て
き
た
「
早
期
資
料
化
、
職
場
討
議
期
間

の
保
障
を
」
と
の
意
見
に
応
え
奮
闘
し
た
。
例

年
同
様
ア
ン
ケ
ー
ト
記
載
漏
れ
な
ど
に
よ
る
修

正
作
業
を
行
い
、
年
度
内
配
布
と
し
て
役
立
て

る
た
め
「
本
資
料
」
が
あ
く
ま
で
も
中
間
報
告

（
12
月
13
日
集
計
分
ま
で
）
と
な
っ
て
い
る
点

は
留
意
頂
き
た
い
。

２
、
年
令
構
成
と
勤
続
年
数

　
平
均
年
令
は
、
５
８
・
９
才
（
昨
年
同
）、
勤

続
年
数
平
均
は
３
９
・
７
年
（
昨
年
同
）
と
な
っ

た
。

　
具
体
的
に
は
年
令
分
布
（
表
2
）
で
明
ら
か

な
よ
う
に
、
60
才
以
上
が
７
８
・
９
％
（
昨
年

７
１
・
８
％
）、55
才
以
上
59
才
以
下
が
７
・
６
％

（
昨
年
１
８
・
３
％
）、
55
才
以
上
が
８
６
・
５
％

⑴
　
調
査
期
間

　
２
０
２
３
年
９
月
25
日
～
10
月
1
日

⑵
　
対
象
者

　
全
組
合
員
（
但
し
、
病
気
等
休
職
、
退
職
前

提
休
職
及
び
契
約
・
臨
時
雇
用
組
合
員
を
除
く
）

と
他
労
組
組
合
員

⑶
　
最
終
回
収
日

　
２
０
２
３
年
12
月
13
日

⑷
　
集
計
方
法

①
　
個
々
の
集
計
は
「
エ
ク
セ
ル
ソ
フ
ト
」

を
活
用
し
、
生
の
デ
ー
タ
を
集
約
す
る
方

式
と
し
た
。

②
　
集
計
に
あ
た
っ
て
は
各
設
問
の
有
効
回

答
数
を
総
数
と
し
、
合
計
値
は
加
重
平
均

と
し
た
。

③
　
各
設
問
に
お
い
て
、明
ら
か
に
「
誤
答
」

と
判
別
さ
れ
た
部
分
の
修
正
・
削
除
等
に

つ
い
て
は
集
計
者
の
責
任
に
お
い
て
行
っ

た
。

④
　
賃
金
に
関
す
る
「
要
求
額
」
に
つ
い
て

は
、
回
答
者
全
て
の
平
均
額
で
あ
り
、「
年

代
別
要
求
額
」
に
お
い
て
も
現
職
と
再
雇

「
基
本
給
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
労

働
者
の
実
態
が
掴
み
に
く
い
」、「
簡
素
化

さ
れ
回
収
率
が
上
が
り
、
他
労
組
に
も
働

き
か
け
や
す
い
」
な
ど
様
々
な
意
見
が
あ

り
ま
し
た
が
、
組
合
員
が
減
少
す
る
中
、

全
体
の
回
収
率
を
上
げ
る
こ
と
や
他
労
組

を
視
野
に
入
れ
て
取
り
組
む
こ
と
を
重
視

し
、
昨
年
同
様
、
簡
素
化
し
た
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
の
内
容
に
し
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

各
エ
リ
ア
・
地
方
本
部
の
奮
闘
に
よ
り
、

未
加
入
者
、
他
労
組
の
集
約
数
は
増
加
し

て
い
ま
す
。

　
集
約
作
業
で
は
、
今
年
も
各
地
方
機
関

に
「
ア
ン
ケ
ー
ト
用
紙
」
の
入
力
作
業
の

み
を
行
っ
て
い
た
だ
き
、
全
体
集
計
は
本

部
で
行
い
ま
し
た
。

　
次
年
度
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
つ
い
て

は
、
各
機
関
・
組
合
員
か
ら
の
ご
意
見
を

参
考
に
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
検
討
し
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
以
下
、
資
料
を
も
っ
て
報
告
と
し
ま
す
。

　
国
労
本
部
は
、
春
闘
に
お
け
る
賃
金
引

き
上
げ
要
求
の
根
拠
と
な
る
組
合
員
の
切

実
な
要
求
と
生
活
実
態
を
把
握
す
る
た
め
、

長
年
に
わ
た
り
「
賃
金
・
生
活
実
態
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
」
を
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

２
０
２
３
年
度
に
つ
い
て
も
「
賃
金
・
生

活
実
態
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」（
２
０
２
３
年

9
月
25
日
～
２
０
２
３
年
10
月
1
日
）
を

実
施
し
、
１
８
６
８
名
の
方
に
ご
協
力
頂

き
ま
し
た
。
あ
ら
た
め
て
心
か
ら
感
謝
を

申
し
上
げ
ま
す
。

　
組
織
の
減
少
に
よ
り
、
昨
年
よ
り

５
５
１
名
減
の
集
約
に
な
り
ま
し
た
。
全

体
の
集
約
数
が
下
回
っ
て
い
る
こ
と
に
つ

い
て
は
本
部
と
し
て
率
直
に
反
省
し
ま
す
。

　
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
意
義
・
目
的
に
つ

い
て
は
、
各
級
機
関
と
し
っ
か
り
意
志
統

一
を
図
る
こ
と
、
ア
ン
ケ
ー
ト
を
活
用
し

闘
い
を
強
化
す
る
こ
と
な
ど
、
明
ら
か
に

な
っ
た
課
題
の
克
服
の
実
現
に
向
け
て
新

た
な
取
り
組
み
方
に
つ
い
て
も
検
討
し
、

来
年
度
に
向
け
て
集
約
数
を
高
め
て
行
か

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
こ
れ
ま
で
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
対
し
、

賃
金
・
生
活
実
態

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果

2023 年度
中間報告

調
査
結
果

調
査
方
法
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伴
い
「
退
職
金
制
度
変
更
」
が
あ
り
、
ポ
イ
ン

ト
制
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
「
第
二
基
本
給
」
が

廃
止
さ
れ
て
い
る
。
貨
物
会
社
で
も
「
新
人
事

賃
金
制
度
」
実
施
に
よ
る
ポ
イ
ン
ト
制
の
退
職

金
制
度
に
変
更
し
廃
止
さ
れ
て
い
る
。
現
在
、

「
第
二
基
本
給
制
度
」
を
適
用
し
て
い
る
会
社

は
、
前
記
５
社
と
な
っ
て
い
る
。

７
、
生
活
程
度

　「
生
活
程
度
の
満
足
度
」
の
項
目
で
は
、

「
何
と
も
言
え
な
い
」
が
３
４
・
０
％
（
昨
年

３
４
・
５
％
）
と
一
番
回
答
が
多
く
、「
満
足
」

と
「
や
や
満
足
」
の
合
計
は
１
５
・
７
％
（
昨

年
１
４
・
７
％
）、
一
方
で
「
や
や
不
満
足
」

と
「
不
満
足
」
の
合
計
は
５
０
・
４
％
（
昨

年
５
０
・
８
％
）
で
、「
何
と
も
言
え
な
い
」

３
４
・
０
％
を
加
え
れ
ば
、実
に
８
４
・
４
％（
昨

年
は
８
５
・
３
％
）
の
方
が
今
の
生
活
に
満
足

し
て
い
な
い
と
い
う
結
果
と
な
っ
た
（
表
8
）。

　８
、
新
賃
金
引
き
上
げ
と
そ
の
根
拠

　「
要
求
の
根
拠
」
に
つ
い
て
は
、
該
当
項
目

に
○
を
記
入
す
る
方
式
と
し
て
い
る
が
、
延
べ

４
２
０
２
件
の
回
答
が
あ
り
、
第
１
位
「
生
活

向
上
資
金
」
３
３
・
３
％
（
昨
年
３
２
・
１
％
）、

第
２
位
「
病
気
・
老
後
の
備
え
」
２
５
・
４
％

（
昨
年
２
７
・
０
％
）、
第
３
位
「
赤
字
の
補
填
」

２
３
・
１
％(

昨
年
２
１
・
９
％)

の
結
果
（
表

９
ー
２
）
と
な
っ
た
。
こ
れ
は
、
先
の
見
え
な

い
コ
ロ
ナ
を
口
実
と
し
た
賃
金
削
減
で
、
生
活

苦
が
深
刻
に
な
る
中
、
生
活
向
上
を
求
め
る
切

実
な
声
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い

る
。

き
方
と
生
活
の
関
心
が
高
い
こ
と
を
示
し
て
い

る
。
同
時
に
、
直
近
で
は
、
公
的
年
金
の
支
給

額
削
減
、
介
護
保
険
料
の
引
き
上
げ
が
行
わ
れ

た
が
、
年
金
・
医
療
・
福
祉
・
教
育
・
雇
用
の

切
り
捨
て
、
消
費
税
増
税
と
法
人
税
減
税
な
ど

１
９
８
０
年
代
か
ら
進
め
ら
れ
て
き
た
新
自
由

主
義
の
推
進
や
人
減
ら
し
「
合
理
化
」
を
は
じ

め
、
労
働
条
件
が
改
悪
さ
れ
て
き
た
こ
と
が
色

濃
く
表
れ
て
い
る
。

６
、
第
二
基
本
給
制
度

　
第
二
基
本
給
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
０
年
か

ら
調
査
は
し
て
い
な
い
が
、
国
労
の
要
求
と

な
っ
て
い
る
第
二
基
本
給
の
廃
止
の
観
点
か
ら

２
０
１
９
年
度
調
査
に
お
け
る
各
社
別
の
平
均

額
は
、
次
の
通
り
と
な
っ
て
い
る
の
で
参
考
と

し
て
頂
き
た
い
。

　（
参
考
２
０
１
９
年
度
調
査
）

　
　
　
北
海
道
　
７
万
６
４
５
７
円

　
　
　
東
日
本
　
６
万
０
５
２
９
円

　
　
　
西
日
本
　
５
万
２
２
０
９
円

　
　
　
四
国
　
　
７
万
６
１
３
２
円

　
　
　
九
州
　
　
７
万
２
４
５
２
円

　
　
　
全
国
平
均
　
６
万
７
５
５
５
円

　
第
二
基
本
給
制
度
に
つ
い
て
は
、
退
職
金
の

算
定
基
礎
額
が
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
に
よ
り

退
職
金
が
大
幅
に
減
額
さ
れ
る
制
度
で
あ
り
、

私
た
ち
は
一
貫
し
て
制
度
廃
止
を
求
め
て
き
て

い
る
が
、
引
き
続
き
、
制
度
廃
止
に
向
け
た
取

り
組
み
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　
な
お
、「
東
海
会
社
及
び
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
会

社
」
に
つ
い
て
は
、
新
人
事
制
度
ヘ
の
移
行
に

干
縮
ま
っ
て
い
る
が
、
コ
ロ
ナ
を
口
実
に
し
た

大
幅
な
期
末
手
当
の
削
減
で
、
預
・
貯
金
か
ら

赤
字
の
補
て
ん
が
高
ま
る
な
ど
深
刻
な
状
況
が

続
い
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

　
ま
た
、
国
労
は
、
期
末
手
当
が
生
計
費
の
重

要
な
位
置
づ
け
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か

に
し
て
き
た
が
、
こ
の
こ
と
を
裏
付
け
る
整
合

性
と
し
て
「
夏
季
手
当
の
使
途
」（
表
6
）
の

調
査
で
も
、
全
て
の
会
社
で
生
活
費
の
補
て
ん

が
第
１
位
（
３
１
・
１
％
、）、
続
く
第
２
位
に

は
預
・
貯
金
（
２
３
・
０
％
）、
３
位
に
借
金
の

返
済（
９
・
６
％
）と
の
回
答
が
な
さ
れ
て
い
る
。

５
、
生
活
上
の
節
約
・
改
善
項
目

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
は
感
染
症
法

上
の
５
類
に
移
行
し
た
が
、
暮
ら
し
も
職
場
環

境
も
大
き
く
変
わ
っ
た
中
で
、
生
活
防
衛
と

し
て
の
倹
約
・
節
約
に
つ
い
て
の
調
査
（
表

５
）
で
は
、
長
年
、
第
１
位
が
外
食
、
第
2
位

が
「
旅
行
・
レ
ジ
ャ
ー
」
で
あ
っ
た
が
、
一

昨
年
か
ら
逆
転
し
、
第
１
位
が
「
旅
行
・
レ

ジ
ャ
ー
」（
１
７
・
０
％
）、
第
２
位
は
「
外
食
」

（
１
６
・
９
％
）
と
、
繰
り
返
さ
れ
る
賃
下
げ
と

コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
が
相
ま
っ
て
、
物
価
高
騰
が

追
い
打
ち
を
か
け
た
結
果
と
い
え
る
。

　
ま
た
、
改
善
項
目
の
第
１
位
が
税
と
社
会

保
障
（
１
７
・
５
％
）、
第
２
位
が
年
金
問

題
（
１
７
・
２
％
）、
第
３
位
が
労
働
条
件

（
１
６
・
２
％
）、
第
４
位
が
医
療
（
８
・
１
％
）、

第
５
位
が
借
金
（
６
・
７
％
）、
第
６
位
が
住
宅

（
６
・
６
％
）、第
７
位
が
小
遣
い
・
交
際
費
（
６
・

０
％
）、第
８
位
が
食
生
活
（
５
・
１
％
）
な
ど
、

組
織
の
年
齢
構
成
も
反
映
し
、
60
歳
以
上
の
働

（
昨
年
９
０
・
１
％
）
と
な
り
、
組
合
員
の
年
令

構
成
が
一
段
と
高
齢
化
し
て
い
る
。
同
時
に
昨

年
同
様
60
才
代
が
、
59
才
以
下
の
合
計
人
数
を

上
回
る
結
果
と
な
っ
た
。
そ
の
一
方
、
２
０
０

名
を
超
え
る
Ｊ
Ｒ
世
代
の
労
働
者
が
ア
ン
ケ
ー

ト
に
協
力
し
て
頂
い
た
と
と
も
に
、
他
労
組
の

青
年
（
20
代
・
30
代
）
に
働
き
か
け
が
行
わ
れ

て
い
る
こ
と
も
伺
え
る
。

３
、
職
務
・
雇
用
実
態

　
組
合
員
高
齢
化
に
伴
い
60
歳
退
職
再
雇

用
に
関
し
て
の
回
答
が
増
加
し
て
い
る
が
、

７
２
・
０
％
の
労
働
者
が
再
雇
用
と
な
っ
て
い

る
。
再
雇
用
に
伴
い
本
人
の
意
に
反
し
て
、
職

場
や
業
務
内
容
が
変
わ
る
こ
と
も
数
多
く
あ
る

中
で
、
希
望
す
る
職
場
で
働
き
続
け
る
こ
と
が

重
要
に
な
っ
て
い
る
。

　４
、
赤
字
と
そ
の
補
て
ん

　
会
社
別
の
内
訳
は
（
表
4
）
の
通
り

で
、
７
０
・
５
％
、
１
３
１
５
人
（
昨
年

６
７
・
４
％
、
１
６
２
８
人
）
が
月
平
均

３
８
４
４
８
円
（
昨
年
３
８
９
２
１
円
）
の
赤

字
が
あ
る
と
し
て
い
る
。
ま
た
、「
赤
字
の
補

て
ん
」
で
は
、
第
１
位
に
預
・
貯
金
引
き
出
し

５
０
・
０
％
（
昨
年
５
１
・
３
％
）、
第
２
位
が

期
末
手
当
４
３
・
７
％
（
昨
年
４
３
・
１
％
）
に

続
き
、
第
３
位
が
金
融
機
関
等
か
ら
の
借
入
れ

３
・
１
％
（
昨
年
３
・
１
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

　
２
０
１
８
年
以
降
、
１
位
が
期
末
手
当
、
２

位
が
預
・
貯
金
で
、
そ
の
差
は
１
％
未
満
だ
っ

た
が
、
一
昨
年
か
ら
１
位
が
預
・
貯
金
、
２
位

が
期
末
手
当
と
な
り
、
そ
の
差
は
昨
年
か
ら
若
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と
同
傾
向
の
結
果
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
な

が
ら
、全
世
代
を
通
じ
た
意
見
・
要
望
は
、食
料
・

飲
料
・
日
用
品
等
の
高
騰
が
続
き
、
さ
ら
に
は

光
熱
費
の
値
上
げ
も
追
い
打
ち
を
か
け
、
物
価

高
騰
に
よ
り
厳
し
い
生
活
を
強
い
ら
れ
て
い
る

状
況
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。
特
に
、
Ｊ
Ｒ
世
代

の
意
見
は
、
低
賃
金
は
も
と
よ
り
、
コ
ロ
ナ
を

理
由
と
し
た
労
働
条
件
の
切
り
下
げ
に
我
慢
の

限
界
が
来
て
い
る
と
の
意
見
が
多
く
寄
せ
ら
れ

た
。

　
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
結
果
は
、
長
引
く
景
気

低
迷
と
コ
ロ
ナ
禍
が
追
い
打
ち
を
か
け
、
労
働

力
に
欠
か
せ
な
い
再
生
産
費
に
賃
金
が
追
い
付

い
て
い
な
い
こ
と
を
如
実
に
表
し
て
い
る
。

　
私
た
ち
鉄
道
労
働
者
は
公
共
交
通
の
安
全
・

安
定
輸
送
を
守
り
続
け
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る

が
、
引
き
続
き
感
染
防
止
対
策
の
徹
底
と
コ
ロ

ナ
感
染
や
ワ
ク
チ
ン
接
種
な
ど
、
コ
ロ
ナ
関
連

に
つ
い
て
は
賃
金
を
１
０
０
％
補
償
さ
せ
る
闘

い
も
重
要
に
な
っ
て
い
る
。

　「
要
求
額
」
に
つ
い
て
は
、
第
１
位
が

「
２
０
０
０
１
円
以
上
３
０
０
０
０
円
ま

で
」
２
６
・
９
％ 

（
昨
年
２
５
・
７
％
）
と
最

も
高
く
、
第
２
位
が 

「
４
０
０
０
１
円
以
上

５
０
０
０
０
円
ま
で
」
２
５
・
３
％
（
昨
年

２
４
・
５
％
）、
第
３
位
が
「
１
０
０
０
０
円
ま

で
」（
１
６
・
７
％
）
と
の
結
果
と
な
っ
た
（
表

９
ー
１
）。

　「
59
歳
以
下
」
と
「
60
歳
以
上
」
の
「
要
求

額
」（
表
９
ー
３
）
に
つ
い
て
は
、
昨
年
に
続

き
、59
歳
以
下
の
組
合
員
要
求
額（
２
９
０
５
９

円
《
昨
年
２
９
２
９
３
円
》）
よ
り
60
歳
以
上

の
組
合
員
要
求
額
（
３
８
４
１
４
円
《
昨
年

３
６
９
９
６
円
》）
が
上
回
る
な
ど
再
雇
用
労

働
者
の
低
賃
金
の
実
態
を
示
し
て
い
る
。

　
ま
た
、
59
歳
以
下
の
労
働
者
と
の
賃
金
格
差

が
拡
大
す
る
中
、「
ご
意
見
・
ご
要
望
」
で
も
、

同
一
労
働
・
同
一
賃
金
の
声
が
多
く
出
さ
れ
る

な
ど
、
再
雇
用
労
働
者
の
賃
金
引
上
げ
と
労
働

条
件
改
善
は
切
実
な
要
求
と
な
っ
て
い
る
。

９
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
家
計
の
変
化

　
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
に
よ
る
家
計
へ
の
変

化
（
表
10
）
で
は
、
昨
年
に
続
き
、「
特
に

な
し
」
が
第
１
位
で
、
４
９
・
９
％
（
昨
年

４
５
・
４
％
）
だ
っ
た
が
、「
や
や
ゆ
と
り
無
し
」

３
３
・
１
％
（
昨
年
３
４
・
３
％
）、「
か
な
り
ゆ

と
り
無
し
」
１
５
・
９
％
（
昨
年
１
９
・
１
％
）

を
加
え
る
と
４
９
・
０
％
（
昨
年
５
３
・
４
％
）

の
方
が
家
計
に
変
化
が
生
じ
て
い
る
と
回
答
し

て
い
る
。

　
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
全
体
を
通
じ
て
、
昨
年
度
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年

年齢・勤続

月平均赤字額 70.5%　1,315名 67.4%　1,628名

第１位

第２位

第３位

平均要求額

人数 人数 人数 人数

393 1,475 683 1,736

⑤賃金評価部
分

⑥教育資金

7.2% 6.9% 2.0% 7.8% 6.8% 2.2%

③赤字の補填

33.3% 25.4% 23.1% 32.1% 27.0% 21.9%
要求額の根拠

①生活向上資
金

②病気・老後の
備え

③赤字の補填
①生活向上資

金
②病気・老後の

備え

④賃金評価部
分

⑤住宅に関す
る問題

⑥教育資金
④住宅に関す

る問題

年代別要求額 要求額 要求額

59歳以下 60歳以上 59歳以下

要求額

29,293円

３８，４４８円 ３８，９２１円

29,059円 38,414円

　58.9才　　　　39.7年 　58.9才　　　　39.7年

60歳以上

要求額

36,996円

③金融機関①預・貯金 ②期末手当 ③金融機関 ①預・貯金 ②期末手当

50.0% 43.7% 3.1% 51.3% 43.1% 3.1%

「節約」内容

①旅行 ③衣類購入 ①旅行 ②外食

④小遣い ⑤教養・娯楽

赤字の補てん

③衣類購入

17.0% 13.1% 18.3% 17.2% 12.7%

⑥交際費⑥耐久消費 ④小遣い ⑤教養・娯楽

10.5% 9.0% 8.7% 10.3% 9.2% 8.2%

「夏季手当」の使途

①生活費 ②預・貯金 ③借金返済 ①生活費 ②預・貯金

④小遣い ⑤旅行 ⑥耐久消費 ④小遣い

③借金返済

31.1% 23.0% 9.6% 30.8% 22.5% 10.6%

⑥衣類

6.8% 6.6% 5.9% 7.1% 6.3% 4.6%

5.1% 4.9% 5.5%

⑤借金やローン
の返済

⑤耐久消費

7.0% 7.0%

⑥住宅に関す
る問題

④医療問題

⑦小遣い、交際
費の問題

17.5% 17.2% 16.2% 17.9% 17.6%

6.7%

①何とも言えない ②やや不満 ③不満足

34.0%

生活の改善課題

16.3%

6.6%8.1%

6.0%

8.0%

年度別の全国平均値の対比

20,001円～30,000円（25.7％）

40,001円～50,000円（24.5％）

　　　　　　～10,000円（20.5％）

29.5% 20.9% 34.5% 29.0% 21.8%

5.0%

３５，１９６円

20,001円～30,000円（26.9％）

①税金や社会
保障料の軽減

②年金問題
③労働条件の

改善
①年金問題

②税金や社会
保障料の軽減

①何とも言えない ②やや不満 ③不満足

40,001円～50,000円（25.3％）

　　　　　　～10,000円（16.7％）

３６，５３３円

④医療問題
⑤住宅に関す

る問題
⑥借金やローン

の返済

⑧食生活の問
題

⑨趣味やレ
ジャー

⑦小遣い、交際
費の問題

⑧食生活の問
題

2023年12月現在

②外食

16.9%

「春闘」賃上げ要求額

2023年度【回答者数　1,868名】 2022年度【回答者数　2,419名】

⑨趣味やレ
ジャー

③労働条件の
改善

4.5%

生活の満足度
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〈表1〉 「エリア・地方本部別」集計枚数 「会社別」回答者数

機関名 集計数 機関名 集計数 機関名 集計数 会社名 人数 比率

北海道 69 東　海 153 四国 89

静　岡 45 JR北海道 31 1.7

名古屋 31 JR東日本 653 35.0

新幹線 77 JR東　海 125 6.7

JR西日本 404 21.6

JR四　国 87 4.7

東日本 935 西日本 497 九　州 125 JR九　州 118 6.3

盛　岡 161 北　陸 45 JR貨　物 229 12.3

秋　田 37 近　畿 244

仙　台 186 米　子 68 (小　計) 1,647 88.2

新　潟 21 岡　山 32

高　崎 60 広　島 108 ＪＲバ ス 5 0.3

水　戸 64 関連会社 216 11.6

千　葉 42

東　京 244

長　野 120 合　計 1,868 合　計 1,868 100.0

〈表3〉 [基本項目] ＝職務＝

名 名 名 名 名 名

JR北海道 31 2 0 21 7 1

JR東日本 653 85 54 243 265 6

JR東　海 125 12 1 83 28 1

JR西日本 404 112 1 278 11 2

JR四　国 87 9 8 53 17 0

JR九　州 118 46 0 71 1 0

JR貨　物 229 123 5 85 16 0

JRバ　ス 5 4 0 1 0 0

関連会社 216 19 9 15 151 22

合計 1,868 412 78 850 496 32

会社名

その他(関
連会社)人数 現職 現職出向

再雇用(同
一職種)

再雇用出
向

〈表2〉 [基本項目] ＝年令分布・勤続年数・性別＝

50-54 55-59

名 名 名 名 名 名 名 才 年

JR北海道 31 0 0 0 0 2 29 63.2 44.5

JR東日本 653 4 9 7 0 66 567 61.2 42.3

JR東　海 125 0 1 1 0 10 113 61.8 43.0

JR西日本 404 10 21 15 4 28 326 59.0 40.2

JR四　国 87 1 2 2 1 12 69 60.0 41.6

JR九　州 118 3 17 21 1 2 74 54.6 35.8

JR貨　物 229 26 33 31 13 17 109 51.0 31.3

JRバ　ス 5 0 0 3 1 0 1 53.6 22.2

関連会社 216 7 10 5 2 5 187 59.6 38.9

合計 1,868 51 93 85 22 142 1,475 58.9 39.7

平均
年令

平均勤
続年数

人数
会社名

20代 60代40代30代
50代
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〈表４〉 [質問事項１・２] ＝赤字とその補てん＝

回答数 比率 赤字（平均額） ①金融機関 ②親・知人 ③期末手当 ④預・貯金 ⑤その他

JR北海道 19 61.3 36,579 7.1 0.0 32.1 60.7 0.0

JR東日本 476 72.9 39,439 2.6 1.6 45.2 49.3 1.3

JR東　海 86 68.8 49,674 0.7 0.7 44.9 52.2 1.4

JR西日本 245 61.1 31,498 3.3 0.5 36.9 56.9 2.3

JR四　国 69 79.3 40,580 6.6 4.1 46.3 42.1 0.8

JR九　州 85 72.0 44,706 2.8 0.7 46.5 47.2 2.8

JR貨　物 155 67.7 33,535 2.7 1.5 47.7 46.6 1.5

JRバ　ス 4 100.0 27,500 10.0 0.0 40.0 50.0 0.0

関連会社 176 81.5 40,875 3.3 4.0 43.2 48.5 1.0

合　計 1,315 70.5 38,448 3.1 1.7 43.7 50.0 1.5

会社名
毎月の赤字 「赤字の補てん」比率

〈表５〉 [質問事項３] ＝「節約」している支出項目＝

①主食 ②副食
③嗜好

品
④外食 ⑤衣類

⑥小遣
い

⑦交際
費

⑧趣味・
教養

⑨耐久
消費財

⑩旅行・
レジャー

⑪その
他

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

JR北海道 6.8 4.2 5.9 13.6 11.0 12.7 8.5 7.6 9.3 19.5 0.8

JR東日本 6.0 4.7 5.6 17.0 13.7 11.4 8.3 8.5 7.9 16.9 0.1

JR東　海 6.0 3.7 5.1 15.1 12.8 9.3 8.8 8.6 10.9 19.5 0.2

JR西日本 4.8 3.7 5.7 18.2 13.4 10.1 7.5 8.6 9.3 18.3 0.4

JR四　国 7.7 3.3 6.9 18.2 10.6 12.8 8.4 8.8 6.9 16.4 0.0

JR九　州 6.8 4.5 6.8 15.1 12.5 10.6 9.0 10.8 8.0 15.1 0.7

JR貨　物 6.8 5.6 6.9 17.0 11.5 9.1 8.2 10.2 9.2 14.6 1.0

JRバ　ス 13.0 8.7 4.3 8.7 8.7 13.0 8.7 17.4 8.7 8.7 0.0

関連会社 5.6 5.3 4.8 16.7 14.6 10.0 7.4 9.2 9.0 17.1 0.2

合　計 6.0 4.6 5.8 16.9 13.1 10.5 8.1 9.0 8.7 17.0 0.4

会社名

〈表６〉 [質問事項４] ＝「夏季手当」の使途＝

①預・
貯金

②生活
費

③衣類
④耐久

財
⑤贈答

品
⑥旅行 ⑦借金 ⑧住宅

⑨小遣
い

⑩医療
費

⑪教育
費

⑫その
他

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

JR北海道 22.7 25.8 6.1 4.5 1.5 9.1 9.1 6.1 13.6 0.0 1.5 0.0

JR東日本 24.5 32.4 4.6 5.3 2.5 6.4 8.8 4.7 6.4 2.6 1.4 0.4

JR東　海 23.9 30.9 4.9 6.0 1.4 7.4 8.4 4.2 8.1 2.5 1.1 1.4

JR西日本 23.8 29.4 4.3 5.9 2.1 6.3 10.8 4.1 8.1 2.6 1.8 0.9

JR四　国 17.3 41.0 4.0 7.5 0.6 2.9 9.8 4.0 4.0 7.5 1.2 0.0

JR九　州 14.7 29.1 4.5 5.8 5.1 4.8 14.7 4.1 6.2 3.8 5.5 1.7

JR貨　物 23.0 28.6 4.6 6.7 2.1 8.7 9.4 3.4 5.7 4.4 2.1 1.4

JRバ　ス 28.6 57.1 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

関連会社 23.3 31.0 5.2 6.8 2.9 7.0 8.3 4.1 7.2 2.3 1.2 0.8

合　計 23.0 31.1 4.6 5.9 2.4 6.6 9.6 4.2 6.8 3.0 1.8 0.8

会社名
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〈表７〉 [質問事項５] ＝「生活改善」したい項目＝

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱

食生
活

住宅 衣類 教育 借金
小遣い・
交際費 趣味

税金・社
会保険 医療 結婚

労働
条件

寮生
活

年金
単身
赴任

遠距離
通勤

昇進
試験

定年
延長

その
他

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

JR北海道 6.3 4.2 1.1 2.1 4.2 6.3 5.3 22.1 9.5 2.1 13.7 0.0 17.9 0.0 0.0 0.0 3.2 2.1

JR東日本 4.9 6.9 1.0 0.9 6.1 6.2 5.2 17.7 8.8 1.1 14.6 0.1 18.3 0.5 1.4 0.5 5.0 0.8

JR東　海 4.7 3.7 0.6 2.2 6.2 3.4 3.1 22.1 7.5 0.9 21.5 0.0 19.9 0.0 1.2 0.6 1.9 0.3

JR西日本 5.3 6.1 2.3 1.0 6.7 5.6 5.1 18.0 8.4 1.4 15.2 0.1 17.9 0.4 1.5 0.7 3.9 0.4

JR四　国 5.3 8.9 3.3 0.8 8.1 8.9 2.8 15.4 7.3 1.2 13.4 0.4 16.7 0.4 0.8 2.0 3.7 0.4

JR九　州 8.0 6.3 2.1 2.4 8.0 7.1 4.5 14.3 7.1 0.0 19.9 0.6 13.1 0.0 2.1 1.2 2.4 0.9

JR貨　物 5.4 6.4 1.6 1.6 8.0 6.1 5.2 16.0 6.1 1.3 18.6 0.7 13.5 0.0 1.6 3.5 3.5 0.9

JRバ　ス 5.6 0.0 0.0 5.6 11.1 0.0 5.6 16.7 5.6 0.0 16.7 0.0 11.1 0.0 5.6 11.1 5.6 0.0

関連会社 3.9 8.1 1.2 0.9 6.2 5.9 5.4 16.7 8.4 0.8 17.1 0.3 17.5 0.3 1.4 0.9 4.0 0.9

合　計 5.1 6.6 1.5 1.2 6.7 6.0 4.9 17.5 8.1 1.1 16.2 0.2 17.2 0.3 1.5 1.1 4.0 0.7

会社名

〈表８〉 [質問事項６] ＝「生活程度」について＝

人数 ①満足
②やや
満足

③何とも
言えない

④やや
不満足

⑤不満
足

名 ％ ％ ％ ％ ％

JR北海道 31 0.0 12.9 29.0 29.0 29.0

JR東日本 644 1.7 12.7 35.2 28.6 21.7

JR東　海 123 1.6 12.2 32.5 31.7 22.0

JR西日本 396 1.8 24.0 33.8 26.0 14.4

JR四　国 87 1.1 2.3 25.3 41.4 29.9

JR九　州 118 1.7 13.6 35.6 29.7 19.5

JR貨　物 228 2.2 10.5 36.8 27.2 23.2

JRバ　ス 5 0.0 0.0 20.0 20.0 60.0

関連会社 215 0.5 10.2 32.1 34.9 22.3

合　計 1,847 1.6 14.1 34.0 29.5 20.9

会社名

〈表９-１〉 [質問事項７] ＝「来春闘の要求額」はいくらですか＝

人数 要求額

会社名 ～1万円 ～2万円 ～3万円 ～4万円 ～5万円 ～6万円 6万円～

名 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 円

JR北海道 31 22.6 16.1 22.6 3.2 22.6 0.0 12.9 35,323

JR東日本 653 13.5 15.6 25.4 5.2 28.8 1.7 9.8 38,685

JR東　海 125 14.4 18.4 16.8 1.6 32.8 0.8 15.2 46,664

JR西日本 404 21.0 19.6 32.7 3.0 17.6 0.5 5.7 31,067

JR四　国 87 18.4 17.2 25.3 2.3 25.3 1.1 10.3 36,897

JR九　州 118 15.3 12.7 27.1 1.7 30.5 4.2 8.5 38,144

JR貨　物 229 19.2 20.5 27.5 4.4 23.6 0.0 4.8 31,118

JRバ　ス 5 40.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 40.0 52,000

関連会社 216 15.7 11.6 27.8 8.3 24.5 0.9 11.1 38,917

合　計 1,868 16.7 16.6 26.9 4.3 25.3 1.2 8.9 36,533

人数 要求額

会社名 ～1万円 ～2万円 ～3万円 ～4万円 ～5万円 ～6万円 6万円～

名 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 円

JR北海道 35 20.0 14.3 31.4 11.4 14.3 2.9 5.7 34,057

JR東日本 1,021 17.3 15.1 23.9 3.8 27.9 1.2 10.8 37,886

JR東　海 167 21.0 18.0 27.5 4.8 19.8 0.0 9.0 35,754

JR西日本 538 24.7 19.5 28.4 2.0 21.4 0.2 3.7 29,193

JR四　国 97 16.5 10.3 20.6 9.3 27.8 1.0 14.4 41,649

JR九　州 101 16.8 12.9 24.8 5.9 23.8 5.0 10.9 40,941

JR貨　物 239 23.1 15.1 31.1 3.4 22.7 2.5 2.1 30,164

JRバ　ス 16 40.0 13.3 0.0 13.3 20.0 0.0 13.3 34,333

関連会社 205 24.0 11.8 23.0 5.9 22.5 1.5 11.3 37,319

合　計 2,419 20.5 15.7 25.7 4.1 24.5 1.2 8.4 35,196

2024年度の要求額

2023年度の要求額
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〈表９-１〉 [質問事項７] ＝「来春闘の要求額」はいくらですか＝

人数 要求額

会社名 ～1万円 ～2万円 ～3万円 ～4万円 ～5万円 ～6万円 6万円～

名 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 円

JR北海道 31 22.6 16.1 22.6 3.2 22.6 0.0 12.9 35,323

JR東日本 653 13.5 15.6 25.4 5.2 28.8 1.7 9.8 38,685

JR東　海 125 14.4 18.4 16.8 1.6 32.8 0.8 15.2 46,664

JR西日本 404 21.0 19.6 32.7 3.0 17.6 0.5 5.7 31,067

JR四　国 87 18.4 17.2 25.3 2.3 25.3 1.1 10.3 36,897

JR九　州 118 15.3 12.7 27.1 1.7 30.5 4.2 8.5 38,144

JR貨　物 229 19.2 20.5 27.5 4.4 23.6 0.0 4.8 31,118

JRバ　ス 5 40.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 40.0 52,000

関連会社 216 15.7 11.6 27.8 8.3 24.5 0.9 11.1 38,917

合　計 1,868 16.7 16.6 26.9 4.3 25.3 1.2 8.9 36,533

人数 要求額

会社名 ～1万円 ～2万円 ～3万円 ～4万円 ～5万円 ～6万円 6万円～

名 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 円

JR北海道 35 20.0 14.3 31.4 11.4 14.3 2.9 5.7 34,057

JR東日本 1,021 17.3 15.1 23.9 3.8 27.9 1.2 10.8 37,886

JR東　海 167 21.0 18.0 27.5 4.8 19.8 0.0 9.0 35,754

JR西日本 538 24.7 19.5 28.4 2.0 21.4 0.2 3.7 29,193

JR四　国 97 16.5 10.3 20.6 9.3 27.8 1.0 14.4 41,649

JR九　州 101 16.8 12.9 24.8 5.9 23.8 5.0 10.9 40,941

JR貨　物 239 23.1 15.1 31.1 3.4 22.7 2.5 2.1 30,164

JRバ　ス 16 40.0 13.3 0.0 13.3 20.0 0.0 13.3 34,333

関連会社 205 24.0 11.8 23.0 5.9 22.5 1.5 11.3 37,319

合　計 2,419 20.5 15.7 25.7 4.1 24.5 1.2 8.4 35,196

2024年度の要求額

2023年度の要求額
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〈表９-２〉 [質問事項７] ＝2024年春闘要求額の根拠＝

4,202 件）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

生活向上
資金

赤字の補
填

病気・老後
の備え

教育資金 住宅に関
する問題

賃金評価
部分

配偶者等の
収入の関係

その他

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

JR北海道 32.9 18.4 28.9 1.3 3.9 10.5 3.9 0.0

JR東日本 32.2 23.6 27.2 1.5 7.7 6.5 1.2 0.1

JR東　海 32.5 25.6 26.3 1.7 4.8 8.0 0.7 0.3

JR西日本 36.5 20.5 26.3 1.9 6.2 6.7 1.1 0.8

JR四　国 30.4 29.8 20.4 0.0 7.2 8.8 2.8 0.6

JR九　州 31.2 24.2 22.3 4.1 8.9 7.1 1.9 0.4

JR貨　物 34.9 20.2 21.3 3.8 7.2 10.2 1.1 1.3

JRバ　ス 21.4 28.6 21.4 14.3 0.0 7.1 0.0 7.1

関連会社 33.1 24.8 25.5 1.2 6.3 5.5 3.0 0.6

合　計 33.3 23.1 25.4 2.0 6.9 7.2 1.5 0.5

会社名

(延べ回答数　 

〈表９-３〉 [質問事項７] ＝「来春闘の要求額、年代別」＝

人数 要求額 名 要求額

JR北海道 2 27,500 29 35,862

JR東日本 86 30,953 567 39,570

JR東　海 12 39,167 113 47,460

JR西日本 78 25,808 326 32,325

JR四　国 18 36,111 69 37,101

JR九　州 44 26,841 74 44,865

JR貨　物 120 27,258 109 35,367

JRバ　ス 4 65,000 1 0

関連会社 29 29,586 187 40,364

合 計 393 29,059 1,475 38,414

人数 要求額 名 要求額

JR北海道 4 26,250 31 35,065

JR東日本 311 31,553 710 40,346

JR東　海 24 22,292 143 38,014

JR西日本 137 28,073 401 29,576

JR四　国 30 34,333 67 44,925

JR九　州 20 40,500 81 41,049

JR貨　物 117 24,735 122 33,730

JRバ　ス 5 35,000 10 34,000

関連会社 35 22,829 170 37,465

合 計 683 29,293 1,735 36,996

会社名

2023年度の要求額

59歳以下 60歳以上

会社名

2024年度の要求額

59歳以下 60歳以上
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〈表10〉 [質問事項８] ＝「コロナ感染」家計の変化＝

人数
①かなりゆ

とりなし
②ややゆ
とりなし

③特になし ④その他

名 ％ ％ ％ ％

JR北海道 28 0.0 21.4 78.6 0.0

JR東日本 640 15.2 33.9 49.4 1.6

JR東　海 123 8.9 30.1 58.5 2.4

JR西日本 398 16.6 34.9 47.5 1.0

JR四　国 87 20.7 41.4 37.9 0.0

JR九　州 117 26.5 39.3 34.2 0.0

JR貨　物 223 13.0 25.6 60.5 0.9

JRバ　ス 5 60.0 20.0 20.0 0.0

関連会社 211 17.1 32.2 50.2 0.5

合　計 1,832 15.9 33.1 49.9 1.1

会社名
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